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「CLAIR REPORT」の発刊について 

 

 

 

当協会では、調査事業の一環として、海外各地域の地方行財政事情、開発事例等、様々

な領域にわたる海外の情報を分野別にまとめた調査誌「CLAIR REPORT」シリーズを

刊行しております。 

このシリーズは、地方自治行政の参考に資するため、関係の方々に地方行財政に関わる

様々な海外の情報を紹介することを目的としております。 

 内容につきましては、今後とも一層の改善を重ねてまいりたいと存じますので、ご意見

等を賜れば幸いに存じます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

問い合わせ先 

〒102-0083 東京都千代田区麹町１-７ 相互半蔵門ビル 

（一財）自治体国際化協会 総務部 企画調査課 

TEL: 03-5213-1722 

E-Mail: kikaku@clair.or.jp 

「私的使用のための複製」や「引用」等の著作権法上認められた場合を除き、本誌

から複製・転載等を行いたい場合には、以下問い合わせ先までご相談ください。 
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はじめに 

 

 クレアレポートは、全国の自治体から派遣され、初めてニューヨーク勤務を行った若手

職員が肌感覚で得た海外での職務経験を踏まえて、各人の興味関心に応じて時代に即応し

たテーマを選び、苦心の末にまとめたものである。明日の日本の地方自治を担う精鋭たち

が、足かけ２年間にわたり実地において勉強する機会を得たなかで、多様性に富んだアメ

リカの地方自治制度等から多くを学んだ成果の一つである。 

 執筆者は、今回、事業プロセス自動化技術の一つであり、ソフトウェアロボット（ボ

ット） あるいは仮想知的労働者（digital labor）の概念に基づくロボティック・プロ

セス・オートメーション（Robotic Process Automation、RPA）に焦点をあてた。日米

での RPA の導入状況を論じ、特に第３章では、米国での導入事例を踏まえ、予算、コミ

ュニティなどの視点から鋭い考察を行っており、日本での本分野における政策の今後の方

向性へ示唆を与えるものと考える。 

 

 

 

一般財団法人自治体国際化協会 ニューヨーク事務所長 
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概要 

 

 近年、デジタル技術の革新は組織の運営方法に革命をもたらしている。特に、Robotic 
Process Automation（RPA）の導入は、効率性の向上、コスト削減、そしてエラーの減

少といった複数の利点を提供することで、民間企業のみならず行政機関における業務プロ

セスの改善に大きな影響を与えている。RPA は、繰り返し発生するタスクや時間がかか

る作業を自動化するソフトウェア技術であり、人的リソースをより戦略的な業務に集中さ

せることが可能となる。 

 本レポートでは、既に RPA を導入している米国の州・地方政府における取組を紹介

し、それらの団体が RPA 導入及び運用の際に発生する諸課題に対し、どのように対応し

ているのかを記述する。 

 まず、第１章では、日本における RPA 導入に関する議論の経緯をはじめ、その導入状

況、そして具体的な導入分野について説明する。次に、第２章では、米国の連邦政府、州

政府、地方政府における RPA の活用状況に焦点を当て、特にヴァージニア州、テネシー

州、ノースカロライナ州ハイポイント市の具体的な事例を通して、RPA が行政サービス

にどのように貢献しているのかを示す。そして、第３章では、米国での導入事例を踏ま

え、予算、コミュニティ、他の技術との連携、セキュリティの４つの視点から日本への示

唆を考える。 
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第１章 日本の地方自治体における RPA の活用状況 

 

第１節 日本の地方自治体における RPA 導入に関する議論 

 

 日本の高齢者人口は 2040 年頃にピークを迎える。一方、2008 年に減少に転じた総人

口はその後も下げ止まらず、1995 年に 8,726 万人だった生産年齢人口は、2015 年には

7,728 万人となり、2040 年には 6,000 万人を割り込む見込みである。総務省が平成 29
年 10 月から開催した「自治体戦略 2040 構想研究会」では、平成 30 年７月の第二次報

告において、労働力（特に若年労働力）の絶対量が不足する中で、「自治体のあり方は、

人口縮減時代のパラダイムへ転換しなければならない」と問題提起している。そして、新

たな自治体行政の基本的考え方の一つとして、AI やロボティクスといった「破壊的技

術」を徹底的に使いこなす「スマート自治体への転換」を提言している。さらに、平成

30 年９月から開催された「地方自治体における業務プロセス・システムの標準化及び

AI・ロボティクスの活用に関する研究会（スマート自治体研究会）」では、令和元年５月

の報告書において、今のシステムや業務プロセスを前提にした「改築方式」でなく、今の

仕事の仕方を抜本的に見直す「引っ越し方式」が必要という問題意識とともに、諸問題に

対する方策として「自治体もベンダも、システムの構築・保守管理といった守りの分野は

できるだけ効率化した上で、 AI・RPA 等の ICT 活用といった攻めの分野へ集中して人

的・財政的資源を投資できるような環境を作ることが不可欠である」と述べており、自治

体における AI・RPA 等の積極的な活用を求める内容になっている。政府戦略としても平

成 30 年６月に閣議決定された「未来投資戦略 2018」以降、AI・RPA を活用した業務改

革が掲げられてきており、「デジタル・ガバメント実行計画」（令和２年 12 月閣議決定）

でも、「AI や RPA などのデジタル技術は地方公共団体の業務を改善する有力なツールで

あり、限られた経営資源の中で持続可能な行政サービスを提供し続けていくために今後積

極的に活用すべきものである」と示されている。また、総務省は、令和４年９月に「自治

体デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進計画【第 2.0 版】」を策定・公表

し、重点取組事項の１つとして「自治体の AI・RPA の利用推進」を掲げている。さらに

「経済財政運営と改革の基本方針 2022」（令和４年６月閣議決定）では、総務省は

「AI・RPA 等のデジタル技術や自治体マイナポイントの活用など、国の取組と歩調を合

わせた地方自治体におけるデジタル化の取組を推進する。」としているなど、自治体にお

ける RPA 導入の機運はますます高まってきている1。 

  

 
1 総務省「自治体における RPA 導入ガイドブック」（令和５年６月発行。以下「総務省ガイドブ

ック」）５項 [https://www.soumu.go.jp/main_content/000927428.pdf]（最終検索日：令

和６年２月 22 日） 
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＜参考１ RPA とは＞ 

 RPA（Robotic Process Automation）は、普段人が行う定型的なパソコン操作をソフ

トウェアのロボットが代替して自動化するものであり、具体的には、パソコン上の操作を

認識・記録し、処理のルールを定義した「シナリオ」に沿って、表計算ソフトや業務シス

テム、Web サイト、メールなど複数のアプリケーションを使用する業務を自動化するツ

ールを指す。 

 

＜参考２ AI と RPA＞ 

 近年の業務の自動化の文脈では、AI（Artificial Intelligence。人工知能）について議

論されることも多く、自治体においてもチャットボットによる住民問い合わせ対応、音声

認識による会議録作成や多言語翻訳、文字認識による AI-OCR（申請書、調査票、アン

ケート読込）などを中心に導入が進んでいる2 。RPA には３段階の自動化レベルがある

と言われており、AI を搭載した２段階目以上の RPA であれば、その都度判断を要する

非定型作業も自動化できるとされている3。現在普及している RPA ツールは１段階目（ク

ラス 1）で、AI は含んでいないが、AI を搭載した他のツールと組み合わせた利用は可能

であり、AI-OCR などとの組み合わせが典型的である。本レポートにおいては RPA の導

入状況に限って調査を行ったが、これらの導入事例においてチャットボットなどの AI を

含む他のツールと組み合わせて導入されているケースが多く見られるところである。 

 

第２節 RPA の導入状況 

 

 総務省による「地方自治体における AI・RPA の実証実験・導入状況等調査」4による

と、RPA を導入済み（実証実験を含む）の自治体は、令和４年度調査時点では都道府県

及び指定都市で 100%に達している。その他の市区町村では 684 団体(39.8%)にとどまっ

ているものの、導入予定、導入検討中を含めると 1,138 団体 (66.1%)の自治体が RPA
の導入に向けて取り組んでいる。 

 
2 総務省情報流通行政局地域通信振興課・自治行政局行政経営支援室「自治体における AI・RPA
活用促進 令和５年 6 月 30 日版」（以下「総務省資料」）６項 
[https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/13271643/www.soumu.go.jp/main_conten
t/000890320.pdf] （最終検索日：令和６年２月 22 日）  
3 総務省情報流通行政局 

情報通信政策課情報通信経済室「RPA（働き方改革：業務自動化による生産性向上）」

[https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/02tsushin02_04000043.html]（最終検

索日：令和６年２月 22 日） 

4 総務省資料 10 項  



3 
 

 

（図１－１）地方自治体における AI・RPA の導入状況（RPA 導入状況）5 

 

第３節 RPA の導入分野 

 

 RPA は、民間企業では様々な業種・業界で活用が進められているが、自治体で導入が

進む分野として、令和元年度「革新的ビッグデータ処理技術導入推進事業（RPA 導入補

助事業）」の補助対象事業（計 78 団体）で、実際に RPA が導入（実証実験を含む）され

た分野及び業務を表１－１に示す。住民情報系の業務から内部事務系の業務まで、幅広く

RPA の利用が進みつつある6。 

 

（表１－１）令和元年度 RPA 導入補助事業による RPA 導入業務（主なもの）7 

導入分野 導入項目 業務内容 

住民情報 住民基本台帳 ・個人番号カード交付管理 

・ご遺族手続支援コーナー資料作成業務 

地方税 個人住民税 ・当初課税準備：住民税申告書の入力、所得税

確定申告書の入力、給与支払報告書の入力、法

定調書の入力 

・当初課税：エラー解消業務 

 
5 総務省資料４項  
6 総務省ガイドブック 10 項 

7 総務省「RPA 導入補助事業 採択候補団体及び導入提案分野一覧（別紙２）」

[https://www .soumu.go .jp/main_content/000624157 .pdf]から著者作成。 
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・更正：年金資料の入力、給与所得者異動届出

書の入力、退職所得分納入 申告書の入力、納税

通知書の作成 

・照会：公用照会による課税証明書の発行 

法人住民税 ・基本情報登録：法人設立届出書の入力 

・申告書受付：法人住民税申告書の入力、電子

申告データの取込み 

・更正・決定：法人税額更正データとの照合 

軽自動車税 ・当初課税準備：新規車両登録、車両変更登

録、廃車登録 

固定資産税 ・課税客体把握：償却資産申告書の入力、登記

異動情報の入力 

・評価：評価情報の入力 

・更正：納税通知書の作成 

収滞納管理 ・収納：口座情報の登録・廃止、入金消込 

・還付・充当：還付入力、還付充当 

・滞納整理：納付書・催告書・明細書等の作

成、預貯金調査 

健康・医療 国民健康保険 ・資格管理：国民健康保険異動届の入力、資格

証明書情報の管理 

・賦課管理：簡易申告書の入力、転入者の所得

情報の入力 

・給付管理：レセプト点検結果の入力、高額療

養費申請書の入力、限度額 適用認定証の年度更

新 

・統計・報告：月報の作成 

後期高齢者医療 ・資格管理：年齢到達による保険証交付 

・給付管理：高額療養費申請書の入力、高額介

護合算療養費申請書の入力、限度額適用認定申

請書の入力 

健康管理 ・成人検診(健診)：予約入力、結果入力、通知

書作成、受診勧奨者の情報抽出、減免申請に係

る課税状況等の調査 

・母子保健管理：訪問先地図の作成 

福祉 国民年金 ・資格管理：第１号・第３号被保険者資格喪失

者一覧表の入力 

・免除管理：免除申請書の入力 

障害者福祉 ・手帳交付：手帳交付申請書の入力、手帳交付

結果の入力 

・重度医療（福祉医療）：医療費助成申請書の

入力 

・自立支援医療：医療費の入力、上限額等の管

理 

・障害福祉サービス等：申請書の入力、支給

量・上限額等の管理 
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介護保険 ・被保険者資格管理：他市町村住所地特例者の

管理、所得照会対象者抽出 

・要介護認定：要介護認定申請書の入力、調査

員及び主治医への割り当て、依頼 

・受給者管理：負担割合証の発行、負担限度額

認定証の発行 

・給付管理：給付費通知の作成 

生活保護 ・生活保護申請書の入力 

・医療要否意見書の対象管理 

・訪問実績の管理 

・保護費支給額の確認 

子育て 児童手当、児童

扶養手当 

・認定：手当認定請求書の入力、所得情報の入

力 

・額改定：手当額改定届の入力 

・現況届：手当現況届の入力 

乳幼児医療、ひ

とり親家庭医療 

・資格管理：医療証交付申請書の入力、所得情

報の入力、医療証再交付 

就学 ・就学援助：就学援助費受給申請書の入力、課

税状況等の調査 

・育英資金：育英資金交付申請書の入力 

保育 ・認定・入所管理：保育所入所申請書の入力、

保育所入所決定結果の入力、教育・保育給付認

定変更申請書の入力 

・現況届：現況届の入力 

学童保育 ・入所管理：学童保育入所申請書の入力  
・利用実績管理：学童保育の利用実績の管理 

財政・会計・財

務 

財務会計 ・予算編成：査定結果の入力、整合性確認 

・予算管理：配当、収支計画の作成、執行状況

の集計・確認 

・歳出管理：契約管理、市場価格調査、債権者

登録、支出帳票の作成 

・歳入管理：収入調定書の作成、納入通知書の

作成、還付命令書の作成 

・公会計システムへの入力 

・監査調書の作成 

組織・職員 庶務事務 ・勤怠管理：時間外勤務時間の集約・集計、休

暇取得日数の集約・集計、正規職員以外の勤務

実績集約・集計 

・各種手当申請：旅費の申請、通勤手当の申請 

・照会・配布：給与明細の作成 

・福利厚生管理：健診結果の入力 

人事給与 ・人事：人事評価シートのとりまとめ、発令通

知等の作成 

・給与：給与計算、社会保険料の支払い、戻入

処理 
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文書管理 ・メール送付文書の収受登録 

その他 ふるさと納税 ・サイト掲載情報の同期 

・寄附情報の集約、御礼状・受領証明書等の作

成、謝礼品の発注 

・ワンストップ特例申請書の入力、申告特例通

知書ファイルの作成 

システム運用管

理 

・システムユーザー管理 

・ファイル転送 

その他 ・統計・調査、アンケートとりまとめ 

・インターネット巡回、情報取得（災害時等） 

 

 RPA の導入に向けた課題について、過去の調査では「どのような業務や分野で活用で

きるかが不明」、「導入効果が不明」、「参考となる導入事例が少ない」と回答した自治体が

多数であったが、その後いずれも回答数が減少しており、事例の周知が進んでいることが

確認できる。一方で令和４年度調査の結果では「取り組むための人材がいない又は不足し

ている」、「取り組むためのコストが高額であり、予算を獲得するのが難しい」の回答が多

数であり、人材や予算へと課題が移ってきている8。 

 

 

（図１－２）地方自治体の RPA の導入に向けた課題①9 

  

 
8 総務省ガイドブック５項  
9 総務省資料 13 項  
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第２章 米国の行政機関における RPA の活用状況 

 

 米国の行政機関における RPA の活用状況について概観する。 

 

第１節 連邦政府における状況 

 

 まず、連邦政府においては、米国政府調達局（U.S. General Services 
Administration。以下「GSA」）が中心となり、連邦の各機関における RPA の活用によ

るサービス改善の取組を進めており、その中で主体的な役割を担っているのが 100 を超

える連邦政府の部門・機関を代表する 1,400 人以上のメンバー10によるコミュニティで

ある Federal RPA Community of Practice (CoP)である。CoP は連邦政府機関の RPA
導入支援や「RPA Program Playbook」（以下「Playbook」）11などのベストプラクティ

スの共有を行っている。Playbook によれば、「RPA は時代遅れであり、AI を待つべきで

はないか」という「誤解」に対して「RPA は、適切な技術構造、技術コンピテンシー、

組織文化、標準化されたビジネスプロセスを確立するものであり、AI への重要な足がか

りである。手作業による反復的な作業から、機械学習やその他の高度な AI ツールにその

まま移行することは、多くの場合、飛躍しすぎている。」として、RPA の有用性が指摘さ

れている。 

 CoP のまとめたレポート12によれば、2021 会計年度（連邦政府予算における 2021 会

計年度は 2020 年 10 月１日から 2021 年９月 30 日までを指す。）の連邦政府での RPA
導入件数は 1,00113であり、前年比で 2.5 倍14となっており、その RPA による（現行及

び潜在的な）作業時間の削減は 149 万 9,105 時間15に上る。 

 
10 Federal RPA Community of Practice, “RPA Program Playbook”, Version 1.1, 
January 17, 2020 [https://s3.amazonaws.com/digitalgov/static/rpa-playbook.pdf] 
（最終検索日：令和６年２月 22 日）  

11 U.S. General Services Administration Federal Robotic Process Automation 
Community of Practice”, [https://www.gsa.gov/technology/government-it-
initiatives/federal-robotic-process-automation-community-of-practice] （最終検索日：

令和６年２月 22 日） 

12 Federal RPA Community of Practice, “2021 State of Federal RPA Report”（以下

「CoP Report 2021」）,  Version 2.0, December 29, 2021, 
[https://s3.amazonaws.com/digitalgov/static/state-of-federal-rpa-report-12-
2021.pdf] （最終検索日：令和６年２月 22 日）  
13 CoP Report 2021 9 項 

14 CoP Report 2021 9 項 

15 CoP Report 2021 9 項 
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 加えて、レポート内での CoP のアンケート結果（回答があった 49 の RPA 導入事例）
16においては、以下のような点が特徴として挙げられる。 

 

１．インテリジェント オートメーション (IA) ソリューション17 

 RPA 導入機関・部門においては、他の技術との連携（インテリジェントオートメーシ

ョン）に意欲を持つ傾向があり、32%（14 件）の機関・部門が既に IA を導入している。

具体的には、機械学習（９件）、画像認識（６件）、チャットボット（５件）、自然言語処

理（５件）、人工知能（１件）となっている。 

 

２．ガバナンスの強化 

 RPA の管理手法として、集中型 (Centralized）又は相互運用（Federation) 型を採

用するケースが 68%（33 件) となり、分散型 (Decentralized）に比してガバナンスを強

化する傾向にある。また、61%（30 件) が監査可能な状態にある。 

 45%（22 件) が組織内部に RPA 導入の支援・改善を行うためのコミュニティを有して

おり、33%（16 件）が RPA を管理するために各種指標を表示するダッシュボードを導入

している。90%（44 件）が何らかの RPA に関する評価指標を有している。 

 

（表２－１）連邦機関において導入されている RPA の評価指標18 

評価指標 導入件数 

年間削減時間（Annualized Hours) 39 
正確性向上（Increased Accuracy) 28 
顧客体験の改善（Improved CX) 25 
所要時間の改善（Improved Cycle Time) 23 
コンプライアンス向上(Increased Output) 23 
アウトプット向上(Increased Output) 19 
サービス可用性（Service Capability) 19 
その他 3 

 

３．IT 部門との関係19 

 RPA の導入に当たっては、運用承認（Authority to Operate (ATO)) を当該機関の

IT 部局から得る必要がある。57%（28 件) はソフトウェアの運用に関する承認を得てい

る一方で、43%（21 件) は試用（Pilot）承認により導入しており、潜在的なリスクにつ

いて指摘されている。 

 
16 CoP Report 2021 29 項 

17 CoP Report 2021 11 項  
18 CoP Report 2021 12 項 

19 CoP Report 2021 14 項 
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 また、RPA が既存の IT システムやシステム内のデータにアクセスするために、RPA
の認証プロセスを確立する必要があるが、24%（12 件)は Non-Person Entity (NPE) 
credential20を単独であるいは人間の認証と併用している一方で、76%(37 件)は人間の認

証又は認証なしでアクセスしている。 

 全ての機関は、データの保存、アクセス、使用方法を規定するプライバシーポリシーを

設けており、プライバシーの閾値は、個々の RPA アプリケーションが保存し使用するデ

ータの機密性に基づいて一般的に適用される。この点、24%（12 件）の RPA プログラム

は、個人識別情報（PII）データを保護するための標準的なアプローチを使用している。

一方で、76%（37 件）の RPA プログラムは、公開されているデータや PII データの管理

の基準がアドホックなものとなっており、これにより、データセキュリティにおけるリス

クが高まる可能性があると指摘されている。 

 

＜参考３ RPA 利用時のセキュリティ対策＞ 

 Playbook によれば RPA 固有のセキュリティに関する連邦政府のポリシー又はガイド

ラインは存在しないため、現行の連邦政府・各省庁の一般的なポリシーに準拠する必要が

ある21。 

 その前提の下で、Playbook は RPA 導入を３段階に分けてセキュリティ上の留意点を

示している。 

 第一段階として、デスクトップでの開発・試験等の導入段階での留意事項があり、セキ

ュリティリスクの評価や管理水準等を定める必要があること等が述べられている。 

 第二段階として、仮想デスクトップ基盤（VDI）を用いる場合の追加的な留意事項であ

り、環境の分離や管理者の役割、コード管理等について述べられている。 

 第三段階として、エンタープライズプラットフォーム（クラウドを含む。）を用いる場

合の追加的な留意事項であり、アカウント管理、監査ログ、データ伝送、インシデント対

応等について述べられている。 

   

４．クラウドベースのソリューションの利用 

 RPA プログラムの 60%以上（30 件）がエンタープライズプラットフォームを使用して

おり、その大多数がクラウドを利用している。具体的には、2021 会計年度には、14 件

（29%）の RPA プログラムが機能しているエンタープライズオンプレミス（社内設置

 
20 「Non-Person Entity (NPE) credential、「非人間エンティティの認証情報」のことを指

す。これは、人間ではないエンティティ（例えば、コンピュータープログラムやシステム）が使

用する特定の認証情報であり、この認証情報は、通常、そのエンティティが特定のコンピュータ

ーリソースやサービスに安全にアクセスするために必要とされ、人間のユーザーが使用する一般

的な ID やパスワードとは異なる。これにより、自動化されたプロセスやシステム間の通信がより

セキュアに行われるように設計されている。  
21 Playbook p.20-25 
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型）の本番環境を使用しており、16 件（33%）の RPA プログラムがエンタープライズク

ラウドの本番環境を使用していた。 

  

５．連邦政府職員と請負業者のバランス 

 連邦政府の各機関・部門の RPA プログラムチームは、一般的にプログラム／ビジネス

アナリストと開発者で構成される。プログラム／ビジネスアナリストは問題を特定し、要

件を収集し、プロセス手順を文書化し、開発者は自動化を設計しプログラムを行う。今回

のアンケートにおいては、以下のようなチーム構成割合となった。 

 RPA チームにおけるプログラム／ビジネスアナリスト：RPA プログラムには、合計

216 人のフルタイムのプログラム／ビジネスアナリストがチームに在籍しており、そのう

ち 38%（83 人）が連邦政府職員で、62%（133 人）が委託事業者である。 

 RPA チームにおける開発者：RPA プログラムには、合計約 235 人のフルタイムの開

発者がチームに在籍しており、そのうち 28%（66 人）が連邦政府の従業員で、72%（170
人）が委託事業者である。 

 具体的な連邦政府における導入事例としては、例えば以下のようなものがある。  
 

（表２－２）連邦政府における導入事例22 

番号 事例 概要 

１ 給与報告の自動化 二週間ごと、月ごと、四半期ごと、年ごとの給与報告書

を自動的にダウンロード、フォーマットし、配布する仕

組みを導入。これにより、データの安全性が高まり、作

業の効率も向上。 

２ NASA 従業員の旅

費に関する負債処理

の自動化 

NASA（米国航空宇宙局）では、従業員の旅行に関する

費用の債務を自動的に管理するシステムを使用。 

３ SAP 及び AP 支払

い提案の自動化 

財務操作の効率化を目的として、支払い提案のプロセス

を自動化。 

４ 予算及び会計資金配

分の自動化 

様々な機関間の支払いデータを使用して、予算報告書を

更新し、資金の再配分や機関間の移転要求を処理する作

業を自動化。 

５ 外国伝票承認待ちキ

ューの自動処理 

Concur Government Edition というシステムを用い

て、承認待ちの外国伝票を自動的に管理し、過去のデー

タと比較して処理。 

６ 証拠保管ログの自動

生成 

法的な文書のログを自動的に生成し、正確性を保証。 

 
22 Federal RPA Community of Practice, “RPA use case inventory” 
[https://s3.amazonaws.com/digitalgov/static/federal-rpa-use-case-inventory-
compliant.pdf] （最終検索日：令和６年２月 22 日）より著者作成  
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７ サービスナウにおけ

る AP 請求書エスカ

レーションの自動化 

請求書の状況レポートを自動的に作成し、それをサービ

スナウというシステムにインポートすることで、請求書

の処理を効率化。 

８ Concur 政府版承認

待ちキューの自動処

理 

承認待ちの報告書を自動的に識別し、期限を設定して、

レビュアーに完了通知を送信。 

９ 財務差異レポートの

サービスナウへの自

動インポート 

財務関連のレポートをサービスナウに自動的にインポー

トし、ログの妥当性を検証。 

10 未払い債務処理及び

CMP 例外の自動化 

財務の監視と遵守を改善するために、連続的なモニタリ

ングプログラムの差異と未払い債務を自動的に監視。 

 

第２節 州政府・地方政府における状況 

 

１．概観 

 州政府及び地方政府における状況について概観する。 

 州政府 CIO 協議会（National Association of State Chief Information Officers）、
デジタルガバメントセンター（The Center for Digital Government ）、IBM によるレ

ポート23（34 州の CIO 等が回答）によれば、2021 年時点で州政府の約 63%が RPA の

12～18 か月以内での導入を見込んでおり、半数の CIO 等が RPA を自動化の最も有力な

自動化手法として挙げている。 

 これは 2020 年初めの新型コロナウイルス感染症拡大に伴うチャットボットの普及がも

たらした影響が大きいと考えられる。すなわち、チャットボットの普及と合わせてバック

エンドでの処理の自動化のための RPA の導入が進んだ側面があると考えられる。

NASCIO によれば、失業保険申請や新型コロナウイルス感染症に関する問い合わせ、他

の州機関が混雑していることに伴う問い合わせなど、コロナ禍で急速に増加したオンライ

ンでの問い合わせや手続は、各州のオンラインサービスやそれをサポートするコールセン

ターの対応能力を超え、それにより住民が不満を募らせる状況となった。一部の州機関で

は 24 時間 365 日対応を決定し、既存の人的資源を補完するために４分の３の州でチャッ

トボットが導入された24。 

 
23 NASCIO, the Center for Digital Government and IBM, “AI Meets the Moment: How 
a pandemic has shaped AI adoption in state government and what it means for the 
future”, October 26, 2021, [https://www.nascio.org/resource-center/resources/ai-
meets-the-moment/]（最終検索日：令和６年２月 22 日） 

24 NASCIO, “Chat with Us: How States are Using Chatbots to Respond to the 
Demands of COVID-19”, June 24, 2020, [https://www.nascio.org/resource-
center/resources/chat-with-us-how-states-are-using-chatbots-to-respond-to-the-
demands-of-covid-19/]（最終検索日：令和６年２月 22 日） 
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 さらに、コロナ禍におけるリモートワークの進展により、各システムを職員が直接操作

する場面を減らしていくというニーズがあったことも指摘されている。例えば、ニュージ

ャージー州の裁判所の運営に当たっては、州内オフィスの１万人の職員をリモートワーカ

ーに移行させる必要があり、市の苦情や交通違反の処理のための 30 年前のレガシーシス

テム、オンライン申請や支払い処理のための 10 年前の最新ウェブシステム、最新のオン

ライン紛争解決システムなど様々なシステムが稼働する中で、これらのシステムの連携を

短期間で実現するために Complaints Payment for Municipal (CPM）と呼ばれる

RPA ソリューションが導入された25。 

 また、そもそも自動化技術の中ではルールベースで反復的な業務に対して測定可能な効

果を有する RPA は比較的取り組みやすい項目であった26ことも優先順位が高くなった要

因と考えられる。 

 次に、地方政府については、全米での導入状況を示すデータは本稿の調査においては見

つからなかったものの、地方政府の IT 担当者においても高い関心があるというデータは

存在する。2023 年２月～３月に、CompTIA Public Technology Institute (PTI)が地

方政府の IT 担当幹部向けに行った調査（有効回答 61 件）27において、新技術のうち、

「関心がある」あるいは「既に導入している」とされたのは自動化技術が 78％、人工知

能が 65％、IoT（Internet of Things）が 65％であった。また、デジタル関連の施策の

なかで優先すべき項目としては、全米的な課題であるサイバーセキュリティ（92％）が

最優先とされているものの、レガシーシステムのモダナイズ（62％）に次いで新技術の

導入は（52％）となっている。 

 
25 Kathleen Walch and COGNITIVE WORLD, “How New Jersey Uses Automation To 
Help With The COVID Pandemic”, Forbes, 
[https://www.forbes.com/sites/cognitiveworld/2020/07/13/how-new-jersey-uses-
automation-to-help-with-the-covid-pandemic/?sh=2a5ad0d14051] （最終検索日：令和６

年２月 22 日） 

26 NASCIO, the Center for Digital Government and IBM, “AI Meets the Moment: How 
a pandemic has shaped AI adoption in state government and what it means for the 
future”, p17  
27 CompTIA Public Technology Institute, “2023 State of City and 
County IT National Survey”, 
[https://comptiacdn.azureedge.net/webcontent/docs/default-source/research-
reports/10385-pti-2023-state-of-city-and-county-it-national-survey-
online.pdf?sfvrsn=5b258561_0] （最終検索日：令和６年２月 22 日）  
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 州政府同様に、パンデミックが新たな技術の導入を進めた側面があったと考えられ、同

団体の 2021 年調査（有効回答 49 件）28によれば、パンデミックによる影響を受けて行

った施策として、リモートワーク・リモートミーティングの導入（92％）に次いで、新

たなデジタルサービスへの投資（51％）が挙げられている。別の 2020 年８月時点の調査
29では、回答したカウンティの約 25 パーセントが既にチャットボットを使用していると

答え、さらに 39 パーセントが今後 18 か月以内にチャットボットの使用を開始する計画

があると答えるなど、チャットボットの広がりが見られるところである。さらに、ノース

カロライナ州カバラス郡のように住民に対する緊急の財政援助の適格性を迅速に判断し、

関係部門に情報共有するために、チャットボットと RPA 等のソリューションを組み合わ

せている事例も見られた30。 

 

２．ヴァージニア州の事例 

 ヴァージニア州においては、ヴァージニア州情報技術庁（Virginia Information 
Technology Agency。以下「VITA」）が 65 の州の執行部門に IT インフラストラクチ

ャ、サイバーセキュリティ等に関するサービスを提供している31。各利用機関は、VITA
が提供するサービスカタログ及び料金設定に基づき、複数のサプライヤーのサービスから

選択が可能であり、その利用割合に応じて VITA からコストが割り当てられる（チャー

ジバック方式）。また、サービスの提供先は州政府・機関に限定されず、高等教育機関、

地方政府、図書館や教育委員会などにも提供されており、各機関は VITA に費用を支払

っている32。 

 
28 NASCIO and CompTIA Public Technology Institute, “2021 State and Local Tech 
Forecast”, [https://www.nascio.org/wp-content/uploads/2021/01/NASCIO-PTI-
Tech-Forecast_2021_FINAL.pdf]中”2021 State of City and  

County IT National Survey (Preliminary Findings)”（最終検索日：令和６年２月 22 日） 

29 Ben Miller, “More County Governments Are Using Chatbots — Here's How “, 
government technology, [https://www.govtech.com/data/more-county-governments-
are-using-chatbots--heres-how.html]（最終検索日：令和６年２月 22 日） 

30 Laserfiche, “Cabarrus County, North Carolina, Innovates with Chatbots and 
Laserfiche to Deliver on ERAP Funding”, 
[ https://www.laserfiche.com/resources/customer-stories/cabarrus-county/] 
31 ヴァージニア州情報技術庁ウェブサイト[https://www.vita.virginia.gov/]（最終検索日：

令和６年２月 22 日） 

32 ヴァージニア州計画予算省,「ヴァージニア州情報技術庁戦略計画（2022-
2024）」,[http://publicreports.dpb.virginia.gov/rdPage.aspx?rdReport=vp_StratPlan1
02&run=Run&selAgency=136&selVersion=2022-24]（最終検索日：令和６年２月 22 日）  
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（図２－１）VITA の提供サービスカタログのイメージ33 

 

 

（図２－２）VITA の提供サービス料金のイメージ34 

 

 VITA は利用機関の要望により、請求書の処理に関する RPA 導入のパイロット事業を

行った後、新型コロナウイルス感染症拡大に伴い数十万件の検査報告書の整理が必要とな

ったヴァージニア州保険省において RPA 技術を導入し、大幅な業務改善をもたらした。 

 
33 ヴァージニア州情報技術庁,“VITA Catalog Services 
List”,[ https://www.vita.virginia.gov/media/vitavirginiagov/services/pdf/VITA-

Catalog-Services-List.pdf] （最終検索日：令和６年２月 22 日）より一部抜粋  
34 ヴァージニア州情報技術庁,”FY24 Chargeback Rates”, 
[https://www.vita.virginia.gov/media/vitavirginiagov/services/docs/VITA-FY24-
Chargeback-Rates.pdf] （最終検索日：令和６年２月 22 日）より一部抜粋  



15 
 

 以上の成功を踏まえ、VITA は各機関に提供するサービスのひとつとして RPA を含め

ることとした。このサービス提供に当たっては、RPA の機能提供にとどまらず、独自の

RPA の Center for Excellence と呼ばれる組織を立ち上げ、RPA のトレーニングの提供

やコーディングやスクリプトのライブラリの開発を行っている35。VITA 関係者は、一連

のサービスについて”RPA-as-a-service”、”Automation-as-a-service”あるい

は”Food Court Approach”と呼んでいる36。 

 

３．テネシー州の事例3738 

（１）概要 

 テネシー州においては、州情報部門を中心に RPA、AI-OCR、 自然言語処理、人工知能

等の技術の導入による業務自動化を強力に推進している。テネシー州において

は、”Good to Great”(優れたものから偉大なものへ)というコンセプトが指導者から提

唱され、その一方で、コロナ禍における景気後退と失業率の増加による予算削減により

「より少ない予算でより多くのことを行う」必要性が強調されていた。テネシー州は、行

政サービス全体で 15 億ドルの効率化と付加価値向上の余地があると見積もり、その中で

33%超、すなわち５億ドルを占めたのが顧客体験と業務プロセスの自動化であった。 

 

 
35 NASCIO, “VIRGINIA: PIONEERING ROBOTIC PROCESS AUTOMATION TO 
FIRST NATIONAL SERVICE OFFERING”,[ https://www.nascio.org/wp-
content/uploads/2021/08/NASCIO-2021_Virginia-Robotic-Process-
Automation_Emerging-Innovative-Tech-category.pdf] （最終検索日：令和６年２月 22
日） 

36 John Thomas Flynn, “Virginia CIO Moe Charts Progress with RPA ‘Food Court’ 
Approach”, MeriTalk, [https://www.meritalkslg.com/articles/virginia-cio-moe-
charts-progress-with-rpa-food-court-approach/]（最終検索日：令和６年２月 22 日）  
37 テネシー州財務管理局戦略技術ソリューション部門, “Intelligent Automation: 
Reinventing the Way Government Does Business”（以下「テネシー州プレゼン１」）,  
[https://www.nascio.org/wp-content/uploads/2022/08/TN_Emerging-Innovative-
Technologies.pdf] （最終検索日：令和６年２月 22 日） 

テネシー州財務管理局戦略技術ソリューション部門, “Harnessing the Power of Process 
Automation for Tennessee”（以下「テネシー州プレゼン２」, 
[https://www.nascio.org/wp-content/uploads/2023/08/TN_Enterprise-IT-

Management-Initiatives.pdf] （最終検索日：令和６年２月 22 日） 

38 Mickey McCarter, “NASCIO 2023 Midyear: Tennessee IT Official Details State’s 
Adoption of Automation “（以下「StateTech 記事」）, StateTech, 
[https://statetechmagazine.com/article/2023/05/nascio-2023-midyear-tennessee-it-
official-details-states-adoption-automation] （最終検索日：令和６年２月 22 日） 
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（２）自動化の進め方 

 テネシー州の担当者は、全体の効率化のため個別の州 23 機関全てを対象とし、類似の

業務が多くあるとの前提（例えば、「人事部門やコミュニケーション部門など、類似の部

門が３～５部門程度存在しており、休暇処理や雇用確認など同様の処理が行われている」

と州担当者は語っている39。）に立ち、州の政府機関全体で使用できる共通の業務プロセ

ス自動化を特定していった。 

 具体的な手法としては、 

 ・まずプロトタイプを最初の９週間で構築 

 ・複数機関における 40 超の業務プロセスの自動化を次の 10 か月で実施 

 ・他の技術・ソリューションと連携してエンドツーエンドでの効率化を実施 

というように、当初から複数機関での展開を想定しながら作業が進められた。 

 

（図２－３）自動化の進め方のイメージ40 

 

（３）自動化の環境 

 テネシー州は、全機関への展開を容易にし、また、共通でリソースを使うことでコスト

を削減するため、全ての自動化をクラウド上で実現しており、いわゆるオンプレミス・サ

ーバーを用いていない。 

 具体的には、以下のとおりとなる。 

 ・無人ボットは、クラウド（AWS）内の仮想サーバー（EC2 VM）上で実行される。 

 
39 StateTech 記事 
40 テネシー州プレゼン１p3  
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 ・RPA 管理（オーケストレーション）と有人ボットは、クラウド（Azure）上で運用

される SaaS モデルで実行される。 

 

（図２－４）テネシー州の自動化の実行環境イメージ41 

 

 

 また、下図のとおり、１つの自動化に対して１つの（仮想）サーバーを対応させるので

はなく、複数（例えば４）のプロセスを１のボットで自動化し、さらに複数（例えば４）

のボットを１の（仮想）サーバーで実行する（High Density Robot、高密度 RPA）こ

とでインフラコストを大幅に抑える（2022 年の見込みで 60%42）ことを可能としてい

る。 

  

 
41 テネシー州プレゼン２p5 
42 テネシー州プレゼン１p6  



18 
 

（図２－５）高密度 RPA のイメージ43 

 

 

４．ノースカロライナ州ハイポイント市の事例44  
 近年、スマートシティのコンセプトの一環として、街中を走行するごみ収集車に着目

し、車両にカメラを取り付け、そこから様々なデータを収集、利活用しようという取組が

行われている。日本においても多くの自治体が大学や企業等との連携により、実証実験を

行っており、実際に導入した自治体も見られる。データの活用目的は、地域別のごみの量

や種類の把握、収集ルートの最適化といったごみ収集自体に関するもののほか、道路や街

路樹管理、河川水位や積雪の監視など多岐にわたる。米国においてもノースカロライナ州

ハイポイント市を始め多くの自治体で導入が始まっており、同市では、カメラを通じて得

られたごみを収集した際の日時や場所のデータをインターネットでクラウド上に保存し、

ごみの取り残しに関する住民からの問い合わせがあった際にも、ごみを回収することがで

きなかった具体的な原因を確認できるようになった。以下、同市の取組について詳しく説

明する。 

 

 
43 テネシー州プレゼン２p6  
44 ノースカロライナ州ハイポイント市の公共サービス部門のディレクター、ロビー・ストーン氏

とアシスタントであるメリンダ・キング氏に対するインタビューに基づく。  
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（１）ハイポイント市のごみ収集システム概要 

 ノースカロライナ州のギルフォード郡を始めとする４つの郡に跨るハイポイント市は、

面積 58.8 平方マイル（2023 年 1 月現在）、人口 11 万 5,067 人（2022 年７月 1 日現

在）を抱える中規模自治体である。ごみの収集については、個別にマンションなどの管理

者が民間企業とごみの収集契約を結ぶことも可能であるが、基本的には市の職員が市有の

ごみ収集車（自動サイドローダートラック）を利用して収集業務を行っている。同市の環

境サービス・グループには、現場にはいない管理職６名を除き、約 40 人のドライバーと

約 12 人のその他の作業を行う現場職員がいる。住民は、週１回、専用のカートに一部の

有害ごみ等を除く一般廃棄物及びリサイクル廃棄物を入れ、収集日の朝６時までに指定場

所に出す必要がある。同市のごみ回収率は 99％以上であるが、万が一カートのごみが回

収されていなかった場合は、住民はカスタマーサービスに電話することになっている。し

かしながら、カメラを設置する以前は、住民に対しドライバーがごみを回収しなかった理

由を立証することが困難であり、その結果、ドライバーが再度回収に向かう必要が生じ、

追加の人件費やトラックの燃料費が問題となっていた。 

 

（２）導入経緯 

 こうした背景のもと、この問題を解決するため、ハイポイント市は廃棄物収集に関する

デジタルソリューションを提供している事業者と共同で、ごみ収集車にカメラを設置する

パイロットプログラムを開始した。最初に RUBICON GLOBAL, LLC, (以下

「Rubicon 社」)と 2022 年秋からパイロットプログラムが始めたところ、非常に使いや

すく、現場作業員からも高い評価を受けた。同社は、事業者や自治体が廃棄物管理をより

効率的に行い、環境に優しい方法でリサイクルすることを支援しており、米国内 50 州に

留まらず世界 20 か国で事業を展開している。このパイロットプログラムでは、同社から

貸与されたタブレット端末をドライバーが使用し、どのルートをたどり、どの場所でごみ

を回収する必要があるか、また、事後にどのようなルートを通ってきたかといった情報を

リアルタイムで確認することができた。このパイロットプログラムは通常３か月程度ほど

の試験的なものであるが、ハイポイント市は６か月間実施した。そして、2023 年２月に

は Rubicon 社との３年間の契約が市議会で承認された。なお、プログラム実施前に一般

市民に対してこの事業の実施について特に公表はしていない。 

 

（３）導入詳細 

 このプロジェクトでは、各ごみ収集車にカメラを１台ずつ搭載し、このカメラが４～６

秒ごとに写真を撮影し、ストリーミングしてビデオにしている。ドライバーはタブレット

端末（iPad）を支給されており、Rubicon 社が開発した Apple 社の iOS を基にしたク

ラウドプラットフォームにログインすることになっている。これにより、GPS 利用によ

り記録された自身の辿った収集ルート、ごみ収集の対象となる住所、撮影した画像やビデ

オ等の情報を閲覧することができる。回収できなかったごみに関しては、例えば収集時間

までに出されていなかったり、指定のカートではなくビニール袋に入れられていたりした
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場合、ドライバーがその場所についてタグ付けを行う。このシステムでは、撮影した写真

とともに住所や撮影時刻も自動で記録されるため、あとから住民から「ごみが回収されて

いない」といった問い合わせがあった場合でも、クラウドにログインすることで、その当

時の状況を即座に確認することができる。このハイポイント市と Rubicon 社との契約

は、３年間で総額$22 万 5,937.50（１年目 $９万 937.50、２年目 $６万 7,500、３年

目 $６万 7,500）であり、ソフトウェアライセンス使用料のほか、初期導入費用、メンテ

ナンス費用、保証料なども含まれている45。なお、カメラは Rubicon 社のものだが、タ

ブレット端末はハイポイント市所有のものを使用している。 

 

（図２－６）実際に撮影された動画（ハイポイント市提供） 

 

（４）影響と効果 

 本レポート作成時点では、まだ同プロジェクト開始から一年未満であるものの、ハイポ

イント市の担当者によると、非金銭的な効果、金銭的な効果のどちらもあったという。 

 まず、非金銭的な効果として、住民がごみが回収されていないと報告した際、写真やビ

デオをもとに迅速に原因を特定し、即座に回答できるようになった点が挙げられる。以前

は、そのときの状況の確認に長い時間がかかり、何度もドライバーと住民とやり取りを続

けて、原因を特定する必要があったが、現在では数分で対応できるようになっている。こ

の変化について金銭的な価値では測れないものの、住民が何度も電話をかけて回答までに

長時間待つ必要がなくなったため、住民サービスの向上につながっている。一方、ハイポ

 
45 Title: Environmental Services – Rubicon, Route Optimization & Software Solution, 
CITY OF HIGH POINT AGENDA 
ITEM[https://highpoint.legistar.com/LegislationDetail.aspx?ID=6010907&GUID=02C
99FB8-3E5C-4AC7-8236-3E62C033B985] （最終検索日：令和６年２月 22 日）  
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イント市側としても、これまでは住民はこれまでごみが収集されていない場合には、コー

ルセンターのほかシティマネージャーや市議会に苦情を申し立てることも多かったが、写

真の共有が可能になった現在では、カートが時間までに出されていなかったり、カートの

前に障害物があったりして回収できなかったといった原因が速やかに特定できるようにな

った。 

 金銭的な効果としては、追加のトラックの燃料費、ドライバーの時給、車両の消耗など

の減少が挙げられる。このシステムを導入したことにより、ごみを再度回収に向かうコス

トが大幅に削減され、現段階でハイポイント市は１年間で１万 2,000 ドルの燃料費が節

減できると試算している。 

 

（図２－７）クラウド上のプラットフォームの画面１（ハイポイント市提供） 

 

（図２－８）クラウド上のプラットフォームの画面２（ハイポイント市提供） 
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第３章 米国での導入を踏まえた示唆 

 

 これまで日本と米国での RPA 導入に関する状況を示してきたが、以下の４点について

日本の課題に対して米国の取組が示唆するところを考察したい。 

 

 ・予算 

 ・コミュニティ 

 ・他の技術との連携 

 ・セキュリティ 

 

第１節 予算 

 

 日本においては、第１章で述べたとおり、RPA 導入の課題として「取り組むためのコ

ストが高額であり、予算を獲得するのが難しい」という認識を多くの地方自治体が持って

いる。 

 この点、米国においても、予算獲得が課題になっている点は大きくは変わらない。コロ

ナ禍において緊急プロジェクトを短期間で実施することが求められていた状況下において

IT 関連の予算、承認、調達などのプロセスについては柔軟に対応がなされていたが、多

くの州政府 CIO 達はこうした取り扱いは恒久的なものではなく、コストは慎重に監視す

る意向であり、82％の CIO はリモートワークの増加などに伴う予算の更なる増加には否

定的であった46。したがって、米国においても「コスト削減やコスト回避の可能性を示す

明確なビジネスケースを作成すること」が新たな技術導入に対する予算獲得のために重要

な手法であることは日本と変わりがなく、多くの導入事例においても削減時間などの効果

が明示されている。 

 RPA の導入コストそのものを抑える手法として、日本では複数の団体での共同調達・

共同利用がその選択肢の一つとして取り上げられており47、区市町村のニーズ等を踏まえ

て、共同化に適したデジタルツールやシステム等について、共同して調達・開発を行う

GovTech 東京48などの取組も進みつつある。米国においても、ヴァージニア州のように

サプライヤーからの調達や関係機関へのサービス提供を一元的に特定機関（VITA）が行

うことで迅速かつコストを抑えた導入を可能にしている事例や、テネシー州のようにリソ

ースを集約することでコストを抑えている事例が見られる。このように、日米双方で予算

 
46 NASCIO, “The 2021 State CIO Survey: Driving digital acceleration”, 
[https://www.nascio.org/wp-content/uploads/2021/10/2021-State-CIO-Survey.pdf] 
（最終検索日：令和６年２月 22 日） 

47 総務省「自治体における RPA 導入ガイドブック」p23 
48 GovTech 東京ウェブサイト, [ https://www.govtechtokyo.or.jp/services/digital-
foundation/]（最終検索日：令和６年２月 22 日） 
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の制約という課題に対するコスト抑制の取組が共通して見られるところであり、米国の事

例は共通の課題に対するアプローチの一例として、大いに参考になると考えられる。 

 

第２節 コミュニティ 

 

 米国連邦政府においては、GSA が RPA を実践するコミュニティの形成を呼びかけ、

多くの関係機関の職員が CoP に参加し、以下のような多くの取組を行っている。 

 ・ウェビナーやオフィスアワーなどの知識共有イベントの開催 

 ・出版物、ニュースレター、ベストプラクティスに関するガイダンスの発行 

 ・政府全体の傾向に関する情報共有 

 ・他のメンバーとつながり、共通の課題の解決に向けた取組 

 コミュニティへの門戸は広く開かれており、「.gov 又は.mil で終わるメールアドレス

を持つ連邦職員」は電子メールを送るだけで参加することができる。 

 

（図３－１）Federal Robotic Process Automation Community of Practice ウェブサ

イトより 

 

 

 一方で、このようなコミュニティ形成に向けた動きについては、日本のデジタル行政分

野においても見ることができる。 

 例えば、デジタル庁が運営するデジタル改革共創プラットフォーム49は、地方公共団体

と政府機関の職員であれば誰でも参加ができるコミュニケーションプラットフォームであ

り、アナログ規制の見直しやシステム標準化など様々なテーマについて議論が行われてい

る。その他にも地方公共団体職員やベンダー担当などの有志による勉強会等も広がりを見

せている。 

 このように、日米双方において、技術の導入や業務改革のための職員を中心としたコミ

ュニティの有用性が示唆される形となっており、米国の事例は日本と類似のアプローチの

一例として、大いに参考になると考えられる。 

 
49 デジタル庁ウェブサイト, [https://www.digital.go.jp/get-involved/co-creation-
platform/]（最終検索日：令和６年２月 22 日） 
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（図３－２）デジタル庁共創プラットフォームウェブサイトより 

 

 

第３節 他の技術との連携 

 

 第２章第１節で取り上げた CoP のレポートにも見られるとおり、RPA について単体で

の導入ではなく、他の技術との連携（インテリジェントオートメーション）に関心が向け

られている。チャットボットとの連携や AI-OCR との連携などは日米双方で見られる傾

向である。 

 さらに今回取り上げたハイポイント市の事例においては、RPA などの自動化技術を

IoT など他の要素と組み合わせている点に特徴がある。 

 AI-OCR との連携においては、もっぱら住民から提出された申請書などの文字データ

などを RPA で処理することが想定されるが、AI-OCR に見られるテキストを取り込むと

いう場面のみならず、ハイポイント市の事例のようにセンサーが感知した画像データ（の

メタデータ）を取り込み、それを RPA で整理して住民対応に利用する、という形で、
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RPA で処理する入力データの情報源を広くとらえることもできる。すなわち、既存の業

務フローを前提とした手作業を自動化して効率化するだけでなく、これまで手作業では扱

えなかったデータが自動化により利用可能になることを前提に、新たなデータを用いて住

民に対して新たな価値を提供することも RPA など自動化技術の実現価値と考えることが

できる。 

 一方で、他の技術と組み合わせるということは、その技術特有の検討事項も考える必要

があるということになる。 

 例えば、ごみ収集車等のデータを利用するということになれば、いわゆるカメラがうつ

りこむという場合のプライバシー保護なども留意すべき点となる。日本においては、経済

産業省・総務省は商用目的でカメラ画像を利活用するに当たり必要な配慮事項を整理した

「カメラ画像利活用ガイドブック」50を策定しており、また公用車のドライブレコーダー

設置に当たっては「ドライブレコーダーを設置する車両には、『ドライブレコーダー装着

車』と表示すること」や映像データの保存・削除・利用・外部提供などについて定めた運

用基準を定めているケースが多い51。 

 ハイポイント市担当者に対してごみ収集車等のデータ活用について個人情報の取扱い等

に関する議論があったのか質問を行ったが、ハイポイント市においてはあくまでごみ収集

箱のみの写真を撮影し、その本人からの問い合わせに利用するということで現時点におい

ては個人情報の取扱い等の論点は生じていないとの回答であった。仮にごみ収集車等のデ

ータについてその他の広範な用途への展開が今後米国である場合、個人情報の取扱い等の

論点が生じうるかについては、今後も引き続き注目すべき点と言えよう。 

 このように、RPA を様々な技術と組み合わせることは RPA の可能性を広げていくう

えで有用であり、実際に日米双方で進展が見られる一方で、付随して生じる「組み合わせ

る技術側の」論点については各ユースケースの詳細や日米の制度的な違いなどにより一概

に同じ論点が課題になるとは言い切れない側面もある。 

  

第４節 セキュリティ 

 

 RPA の導入に当たり、全庁的なセキュリティポリシーあるいはガイドラインに整合的

に運用するということは日米双方での課題と考えられるが、その中でも米国においては

Playbook 等で導入するレベルに応じてセキュリティ上の留意事項を示すなどの取組がな

されるとともに、クラウド上で提供される RPA について連邦政府のセキュリティ認定 

 
50 経済産業省・総務省,カメラ画像利活用ガイドブック

ver3.0,[ https://www.meti.go.jp/press/2021/03/20220330001/20220330001-1.pdf] 
（最終検索日：令和６年２月 22 日） 

51 例えば大阪市においては「大阪市環境局ドライブレコーダー等管理規程」

[https://www.city.osaka.lg.jp/kankyo/page/0000214538.html]として定められている。  
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(FedRAMP52)を取得する動き53があるなど、日本においても参考になる点は多いと考え

られる。特に、米国に RPA 利用が一気に進んだタイミングが新型コロナウイルス感染症

拡大フェーズであり、リモートワーク等のソリューション及びそのためのセキュリティ対

策の導入も併せて進んだことや、現在も連邦政府においてゼロトラストアーキテクチャ54

への移行55が進められていることも踏まえ、RPA を取り巻くセキュリティの考え方につ

いて、米国の動向を注視することは有用と考えられる。 

 
52 FedRAMP（Federal Risk and Authorization Management Program）とは、米国政府機

関がクラウドサービスを利用する際のセキュリティ評価、認証、及び連続的なモニタリングを標

準化するための政府プログラムであり、クラウドサービスプロバイダー（CSP）が提供するサー

ビスが連邦政府の厳格なセキュリティ要求を満たしていることを保証することを目的としていま

す。FedRAMP に準拠していることは、クラウドサービスが高いセキュリティ基準を満たしてい

ることを意味し、政府機関によるそのサービスの使用を容易にする。  
53 Appian 社ウェブサイト, “Appian RPA Receives FedRAMP Certification”, 
[https://appian.com/about/explore/press-releases/2020/appian-rpa-receives-
fedramp-certification.html] （最終検索日：令和６年２月 22 日） 

UiPath 社ウェブサイト,  “UiPath Earns FedRAMP In Process Status for Its Automation 
Cloud Public Sector”, [https://www.uipath.com/newsroom/uipath-earns-fedramp-
in-process-status/]（最終検索日：令和６年２月 22 日） 

54 ゼロトラストアーキテクチャとは、 ネットワーク上には、外部/内部を問わず脅威が存在する

といった前提に立ち、ユーザー、デバイスなど個々の ID（Digital Identity） に焦点を当て、

「都度必要なアクションに対して必要なレベルの認証を行い、問題なければ適切なアクセス権を

認可する」といった検証 を厳密に行うことで、セキュリティを担保し、且つ柔軟な User 
Experience を実現するといった概念。 

デジタル庁, 国・地方ネットワークの将来像及び実現シナリオに関する検討会（第 1 回）,【参考

資料３】ゼロトラストアーキテクチャ適用方針

[https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/ad6
19888-36bb-4f67-a61f-
b44779bad1e9/bbd67408/20230921_meeting_network_guideline_01.pdf] （最終検索日：

令和６年２月 22 日）  
55 2022 年 1 月に米国ホワイトハウスより「米国政府ゼロトラスト移行戦略」が発表された。日々

高度化するサイバー攻撃の脅威に対応す るために、2025 年 9 月末までに本戦略で定められた目

標を達成することが求められる。 

デジタル庁, 国・地方ネットワークの将来像及び実現シナリオに関する検討会（第 1 回）,【参考

資料３】海外におけるゼロトラスト政策事例 
[https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/ad6
19888-36bb-4f67-a61f-
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第５節 まとめ 

 

 第１節から第４節まで RPA に関して課題として取り上げられる点などを中心に日米の

状況を考察したが、RPA はあくまで技術であり、技術であるが故に、そのもたらす恩恵

や懸念については、日米でおおむね共通していると筆者は考える。その一方で、RPA と

いう技術を実際に適用する国や地方自治体における業務の実態、あるいは RPA に関係す

る個人情報やセキュリティに対する制度や政府のスタンスなど、RPA の対象物について

は日米で異なる点も多く見られる。このような技術的に共通する点と技術以外で相違があ

る点という視点を持ち、米国の状況を参考にすることが今後の日本における RPA 導入の

更なる推進・深化に有益であると考える。 

 

 

  

 
b44779bad1e9/471ad233/20230921_meeting_network_casestudie_03.pdf] （最終検索

日：令和６年２月 22 日） 
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おわりに 

 

 本レポートを通じて、日本と米国における RPA の導入状況とその公共部門での活用に

関して掘り下げてきた。両国の行政機関が直面する課題や目指す目標は異なるものの、

RPA 技術が提供する可能性は広範にわたり、効率性の向上、作業の精度の確保、コスト

削減、そして市民サービスの質の向上が期待できることが調査結果を見ても見て取れる。 

 一方で、技術導入に際しての課題も浮かび上がっている。特に、セキュリティやプライ

バシーの問題、技術的な障壁、そして人的リソースの再配置や教育といった課題は両国に

共通しており、こうした課題は RPA にとどまらず AI なども含めた新技術の導入全般に

射程が及ぶものと考えられる。これらの問題に対応していくにあたり、日米双方の取組状

況を参照することは有益であり、本レポートが多少なりとも貢献できれば幸いである。 

 最後に、米国の地方政府における RPA 導入、運用状況について、公にされている事例

が少なく、特にコネクションもない中で、ノースカロライナ州ハイポイント市の公共サー

ビス部門のディレクター、ロビー・ストーン氏、そしてそのアシスタントであるメリン

ダ・キング氏が、当方の調査に対して親切かつ丁寧に協力してくださったことに、心から

感謝の意を表したい。 
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